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新しい技術者教育の方向について 
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On the new tendency of the engineering education  
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（１）序 

生産立国から研究立国、知財立国へと変化する日

本社会にあって、これからの技術者教育の望ましい

方向を探り、特に本学にとってどうあるべきかを考

察した。著者はいくつかの高等教育機関の技術者教

育に関して JABEE 審査チームに加わる機会を有す

ると共に、日本化学会活動のなかで、教育部会委員

および化学分野審査委員会委員長を務める中で、考

えたことをまとめた。本学の教育を見直す一助にな

れば幸いである。 
 

（２）技術者教育をとりまく背景 

何よりも日本の経済産業構造は大きく変わりつ

つあることは誰の眼にも明らかである。製造業のア

ジア、中国移転、工場や技術の海外流出と製品の安

価にして大量の流入は、我々の日常生活面から変え

ており、ＩＴ変革とあいまって雇用のリストラ、産

業構造の大きな変革をもたらしている。要は、従来

からの製品をただ生産すれば売れ、収益があり、国

内外への貢献と自らの幸せに満足できる技術者の

生きがい目標はすでに破産して久しい。そのレベル

の貢献は中国の沿海部分が十分に取って代わって

いる。日本の技術的役割を見失いがちであるし、中

長期の目標が確固としていない上に、その方法さえ

十分に議論されず、いわば技術者は呆然自失の状態

で、製造産業は右往左往する狼狽状態とも見える。

ましてや、次の時代に活躍する技術者を育てる技術

者教育について確固とした方向を捉えて、それに相

応しい教育の工夫、教育の改善が強く要求されてい

る状況と考えられる１）。 

日本の未来を占う手法として、先進の社会を見習

い十分に吟味して取るべきは取り、捨てるべきは捨

てて文化を同化発展させてきた事実がある。長い２

０００有余年の日本の歴史からも教訓的である。い

ち早くＩＴ社会を実現し、ナノテクノロジーに現在

の技術目標を設定し、産業・経済の活性化に成功し

たアメリカの例は貴重である。プラグマティズムに

徹し、軍事と企業論理が優先するアメリカ社会には

どうしても肌の合わない人が多いが、我々が見習う

べきものはまだまだ多い。たとえば研究技術者養成

の大学院制度および研究資金の配分方法は、その実

績から見て世界に冠たる価値を持っている。海外か

ら客観的にみて羨ましく合理的にあるように写る。

中でも、大学の技術者教育の要諦を規定する ABET
の仕組みは７０年の歴史的変遷と試行錯誤を得て

素晴らしいものがある２）。 
技術者教育に拘らず、永らく日本の教育制度は審

議会など識者の意見に従い行政的に都合の良いこ

とが優先する、いわゆる画一的、底上げする欧米追

随が第一優先課題であった。生産技術に関してこれ

が有効な方法でありバブルを頂点とする日本の産

業経済の発展に尽くしたことは歴史的評価がある

かと考えられる。教育方法に関しても既に存在する

知識の急速な吸収と応用がなされることが要諦と

されてきた。現在の大学に勤める５０歳以上の教員

は、当時の科学技術振興策の一環で拡充する工学部

組織の中でそのような考え方で教育され、同じ考え

方を現在の学生に意識してまたは無意識に強いて

いることに問題の出発点があるように思われる。ほ

とんどの大学カリキュラムは知識構築型であり、そ

れ自体が新しい知識を生むことは余り期待できな

いし、まして学生にそうした能力が生まれているか
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の検証は何らない。日本の大学学部教育で最もユニ

ークで価値があると思われる卒業研究教育におい

てすら、不完全な検証のまま卒業させ、大学側の教

育責任は回避して、学生の自己責任に帰している。

学生はどのような学習が可能で、どのような能力が

教育されるのかは未知のまま、ただ学科名や専門領

域のキャッチフレーズに引かれ、教育内容とは直接

的には無関係な偏差値や卒業生情報、就職情報のみ

で大学入学を選択している。 
１８歳人口の減少と大学進学率の向上は、学生の

多様化を生み出し、いわゆる教育困難な学生を入学

させている。入学前にはどのような教育が行われる

のか殆んど想像も出来ず、入ってみたら硬直的な知

識詰め込みのみが強要される大学となるならば、ど

のように設備が優れ、地理的に有利な大学であろう

と不適合が多く発生するのも無理からぬ事となる。

大学の教育学習内容の目標が公開されていないし、

その目標が卒業時に達成されているのか何ら保証

がない。高額な授業料の中身を十分に知らされぬま

ま入学という契約がスポンサーである保護者と成

立するのは奇妙な状態と言える。学生を採用する企

業側も同じ感であるに違いない。永年の経験とカン

で学生を見分け、本当に実社会で役立つ能力を持っ

ているかは大学側からは何ら保証されていない。も

し、明確に相応しい能力が証明された学生が企業へ

の就職を望めば、企業が優先的に採用する制度はま

だ確立されていない。 
しかるに企業や社会の繁栄は、いかにして柔軟な

人間を多く有しているかに依存する。すなわち組織

が他に先んじて新たな流れを察知し、柔軟にして俊

敏に対応できるか、また組織単位で、あるいは個人

単位で継続的に発展できる体制を作ることが出来

るかに依存する。これに対応できない組織は、変化

に取り残されつつある。グローバル化が進み、ＩＴ

革新が社会を大きく変えて行く中で、わが国は産業

構造、経済、教育が軌を一にしてキャッチアップ型

から新規創造型へと大きなパラダイムシフトがな

されようとしている。 
 

（３）新しい技術者教育の目標 

前述の様々な問題点に応える新しい技術者教育

の目標は存在するであろうか？ 時代の要求する

要望に答え、学生が眼を輝かせて自らの学習に喜び

を見出し、将来のわが国の経済産業の振興に帰する

ことが出来る教育目標ないしその方法を見出す必

要がある。 
先進のアメリカでは、今の ABET 技術者教育目標

に至るまでに 70 年間の変遷を経ている。さらに、

既に10年前からoutcomes base で教育の内容を考え

ている。すなわち、いかなる人材を卒業させている

か、学習成果の評価を重視している。著者の実見聞

したアメリカの ABET による評価の対象になった

University of California, Santa Barbara は、最近ノーベ

ル賞受賞者を３名も輩出している研究の盛んな名

門大学にもかかわらず、工学部教授陣は学部教育に

も努力を惜しまず、使命感を持ち熱心である。各教

授が一人当たり２０分間の面談で ABET 審査員に

その情熱と工夫を語ることができた。システムとし

ての学生の学習達成の自己評価制度に熱心に取り

 

ABET 審査員 Prof. Charles Barron による UCSB 学生（左）、教員（右）との面談風景（著者写す） 



新しい技術者教育の方向について 

 

143

組む姿を目の当たりにした。日本の（財団法人）大

学基準協会の評価は設置における初期条件が十分

であるかどうか、これが満たされていれば良い人材 
が生まれるとの見方で行っている。これからの教育

の方向は結果を重視することが重要である。その検

証は学生個人の責ではなく、教育機関の責任である。

試験、作品、レポートその他の提示により公開する

必要がある。教育機関はその教育目標を社会や学生

に明示して学生を集める必要がある。いわば社会的

に公開された契約の精神で存在する必要がある。目

標遂行のためにシステムを有し継続的に改善する

努力が必要である。目標の水準は国際的同等性のあ

るものでなければならないし、修了する学生自身に

も生涯的に学習継続性があり、技術者としてまっと

う出来るものでなければならない。 
新しい教育目標がカバーするべき方向は３つに

大別される３）。 
１）基礎から専門にいたる知識とその応用力 
技術者として基礎的な数学、物理、化学などの自

然科学および情報技術の知識と応用力は必須であ

る。専門への研究・技術者に必要な各専門知識の修

得と応用力が必要である。問題設定、発見能力、創

造性についてもその素養を養う必要がある。著者の

属する応用化学科でも３年前の時点で試算したと

ころ、カリキュラム構成上、また時間数的に JABEE
基準を満たしている。これらは従来の工学部教育で

十分にカバーされている目標である。いわばすでに

満たされている目標であるので、以下の２つの方向

の達成のためには、時間的にむしろ軽減しなければ

ならないかもしれない。 
２）技術者教養 
企業の収益市場価値観を超えた地球的視点での

多面的価値観に基づく思考力が必要である。国境、

宗教、時間を越えた人類の幸福と精神的価値観重視、

かつ持続可能な社会を構築する国際人としての教

養を養う。技術者としての責任や倫理意識、社会や

自然と技術の関係を考えることが必要である。 
３）実務者能力 
総合的な知識能力を社会の要求解決のために駆

使して構想力、企画力を発揮できる、いわゆるデザ

イン能力を養うこと。すなわち社会ニーズの取り込

み方、問題設定力、プロトタイプの作成、安全性、

経済性、環境負荷の評価、品質管理、創造性などを

養う必要がある。次にコミュニケーション能力は実

学習・教育目標
達成度の評価

教育改善

学習・教育目標

教育手段

教育環境

ループ

社会のニーズを反映
国際的レベルの保証

教育点検システム
改善

施設・設備
財源
学生への支援体制

入学者選抜方法
教育方法
教育組織

アウトカムズアセスメント
学生に何を教えたか？

学生が何を学んだか？
 

図１ 教育改善のループ 
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社会で最も大事な能力とされる。論理的な記述、発

表、討議、英語力である。さらに生涯にわたる自発

的な学習の習慣や批判的思考力も重要である。また、

いわゆるマネージメント能力としての仕事遂行力

は時間内に計画的にチームワークでリーダーシッ

プを発揮できることが必要である。 
これまで、日本の教育体系では、上記１）の技術

者教養は一般教養課程で上記３）の実務者能力は企

業に入ってから社内教育で行われていた。これらを

何もかも４年間で修得する必要があるという難題

を大学は突きつけられている。入学者の学力低下が

具体的に示され、補修的な入門教育も必要である。

教育を重要視する大学のスタッフにとっては大忙

しの活動を強いられている。これらの目標が達成さ

れ、継続的に発展させるための教育改善ループの実

働が必須である４)。（図１） 
 

（４） 日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）

の動向５） 

いわゆる機関別第三者評価については大学基準

協会が相互評価を実施していたが、中教審答申によ

り今後は継続的評価が義務付けられる。専門分野別

第三者評価についてはＪＡＢＥＥが行っているよ

うに多様な分野別に行われることが必要である。Ｊ

ＡＢＥＥは技術士の１次試験免除が明確に結びつ

いており、そのためにも認定が必要である。１９９

９年に組織が発足した後、２０００年に認定試行を

開始し、２００１年から正式認定を開始した。この

年に東京農工大、工学院大、名古屋大の３プログラ

ムについて認定が行われたのを皮切りに２００２

年には９分野２３校３２プログラム、２００３年度

には既に７０を超えるプログラムが候補に応募し

ている。分野別要件は化学、機械、材料、情報、電

気・電子・情報通信、建築学、融合複合・新領域な

ど１６分野にわたり９１の各学協会の人材育成部

門と密接に連携した組織が基準を定めている。例え

ば化学分野では日本化学会、化学工学会、高分子学

会など３１学協会が連合した化学関係学協会連合

協議会が形成され認定実務にあたっている。これか

ら必要とされる審査員は各学協会で約４０名が推

薦選出され数度の研修会を得てオブザーバーを経

験した後、翌年から審査員として３－４名のチーム

に加わっている。審査基準は審査時にチームごとに

担当学協会
の決定

基準審査
委員会

認定の可否

JABEE 学協会 大学等

自己点検書
作成

実地審査
（３日間）

審査員教育

審査員

教育・人材
育成部門

最終
審査結果

認定

4-weeks responce

評価

2-weeks responce

訪問

打合せ

自己点検書

申請

認定関係書類

 

図２  JABEE の審査・認定基準 
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慎重に協議するのみならず、審査終了後に各分野別

審査委員会で慎重に協議されている。実際の認定作

業は多段階のステップを経て進められる。（図２）

認定による具体的なメリットは技術士資格への道

が開かれていることである。（図３） 
ＪＡＢＥＥ制度については国際的な相互認定は

“ワシントンアコード”として、アメリカ、イギリ

ス、アイルランド、カナダ、オーストラリア、ニュ

ージランド、香港、南アフリカ間で暫定的に認めら

れているが、本年のアコードの調査委員の来日に

よる相互認定作業を得て正式加盟となる。ドイツ、

韓国なども加わる予定である。これによって日本

の技術者教育の国際同等性を保証して行くことが

出来る。 
ＪＡＢＥＥに関連して今後の進む方向として大

学院を対象とする第三者評価へと進むべく大学院

教育認定試案が提出されている６）。東大、京大、東

工大などの卒業生はそのまま大学院に進学する現

状を踏まえて、その教育認定が必要とされてきた。

特に建築分野と化学分野は必要性が高く、周辺の資

格・制度を整備しつつ教育のレベルアップを図るこ

との準備が進んでいる。しかし、大学院修士卒に社

会から望まれる資質も学部卒と同様である。その教

育目標は学部の教育目標とほぼ同じであると伝え

られており、一見奇妙な感じがする。また化学分野

では、大学卒業後の生涯教育のステップとして例え

ば化学士のような資格を準備することが進んでお

り、その周辺の制度の整備の検討が進んでいる７）。 
 

（５）本学における技術者教育改善の方向 

本学ではいち早くＪＡＢＥＥ教育の重要性に着

目し、平成１３年１２月にＪＡＢＥＥ講演会を催し、

工学院大学の取り組み（木村雄二教授）、東京農工

大での教育改善（国眼孝雄教授）、化学分野の分野

別要件（西郷和彦教授）について講演の後、意見交

換が行われた８）。その後、本学部は基礎教育センタ

ー設置や入試受験者動向に眼を奪われ、かつ工学部

改組の激動に揉まれ、技術者教育に関する全体的な

視野を失っているかに見える。いずれの学協会でも

あるいは大学人の集会でも、教育の改善について熱

く語られており、その重要性は計り知れない。入学

する学生の実質的な意味は、いかに良質で、社会で

役に立つ資質を身につけて卒業でき就職できるか

であり、そこに授業料の価値があるかと考えられる

し、長期的に見て本学の社会的信用を獲得できるも

のであると考える。教育の効果こそが、学生、およ

び出資者としての保護者に価値のある物であり、ま

大学エンジ
ニアリング
課程等修了者

第一次試験

修

習

技

術

者

技
術
士
補

第
二
次
試
験

技
術
士

継続教育
実務修習プログラム
（４年間）

実務経験（７年間）

指導技術士の下
での実務経験
（４年間）

JABEE認定教育
プログラム修了者

 
図３  JABEE 認定と技術士資格 
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た産業界への人材供給を高めて行けるものである。

品質保証付きの学生を間違いなく社会に送り出し、

科学技術のさらなる発展に役立てることが教育に

携わる大学人の使命であることは論を待たない。大

学院に進学する学生もまったく同じ論理で、新時代

に必要な資質を持たせておく必要がある。工学部改

組に伴うカリキュラム検討において少なくともＪ

ＡＢＥＥ基準に適合するシステムを盛り込む千載

一隅のチャンスと考えられる。 
 

（６） 新科目「応用化学セミナー」からの

実践報告９） 

他大学でも実施されている新しい教育の数々の

工夫に学び、本学学生に最も必要な部分を選び、昨

年度からカリキュラム化し、本年度から単位化され

た新入生対象の応用化学セミナーの実施状況につ

いて報告し、著者の教育方法に対する考え方を具体

的に述べたい。 
本学のカリキュラムは専門知識の学習に関する

限り、他大学と何ら引けを取らないし、学生への要

求もかなり高いいレベルにあると考えられる。しか

し、学生が自主的に主体的に自らの学習に取り組む

姿勢や、創意工夫を生かすことを学ぶ機会に関して

は、はなはだ疑問である。そこで、従来から著者が

試みてきたＣＡＩ教育と、新たにミニ卒研のような

問題解決型創生学習を組み合わせたところに、学

習・教育のポイントを置いた。本学の比較的恵まれ

たコンピュター設備を活かし、化学の本質の一つを

理解し、スキルについても化学に従事する限り一生

役立つソフトウエアの習熟をも目指した。 
アメリカのことわざ “Tell me and I will forget”, 

“Show me and I will remember”, and “Involve me and I 
will understand” にあるように、実践的教育の有利さ

は論をまたない。著者がかって博士研究員として在

籍した Northwestern University ではビジネススクー

ルのいち早くからの simulation 教育で全米に名を

成していた。現在、本学では就職活動の一環として

位置づけられているインターンシップも実施の方

法によっては重要な教育となり得る。 
入学直後の箱根における新入生オリエンテーシ

ョン行事にこの科目「応化セミナーA」は始まる。

約１０名ずつが各教員に配置され、さらにその半分

の４人～５人が一つのグループとして活動単位と

なる。全部で２８グループを形成し、グループごと

に探索テーマの選定、テーマの調査、発表の分担を

行った。当初の Word, Excel, E-mail の習熟に始まり, 
有機化学演習とタイアップして、ChemOffice を使

いこなした。ChemOffice は化学の構造式や反応式、

３Ｄ分子モデル表示が出来ると共に、エネルギー的

に最も安定な構造を簡便に求め、表示することの出

来る優れものである。構造式とＮＭＲスペクトルの

関係や種々の物性値も求めることが出来る。前期で

は当初はこちらが指定する教科書のページにある

自分の興味ある分子について調べることからスタ

ートし、発展系としてその物質の誘導体、工業的な

意味や環境での問題点などを、図書館、インターネ

ット、研究室との関連において調査し、PowerPoint 
にまとめて発表会を７１５大教室で実行した。時間

の関係で一人当たりの発表時間は１-２分であった。

しかし学生諸君はこの試みの趣旨を理解し１２８

名が何とかやり遂げた。他人の発表にも留意して聴

講し評価する目的で人気投票し、ベストプレゼンテ

ーション賞を決めた。この一連の作業の中に、調査

能力、企画能力、チームワーク、マネジメント能力、

プレゼンテーション能力など本学の学生に特に必

要な能力の涵養を含んでいる。直後のアンケートに

よると、履修の１２８名中に否定的な意見は１件の

みで、各自が積極的に関与し、それぞれに意味を見

出している。後期の「応用化学セミナーB」では、

１３０名の履修者があり、再度同様の手順で発表会

に挑むものの、より創成的な意味合いを強め、新し

さの発見面で競わせたいと考えている。また、その

作品は各グループで Home Page を作成して公開

し自己主張したいものと考えている。後期のスキル

は主として HomePage Builder の習熟にある。また、

学科の各教員の先生方の協力を得て、各研究室にあ

る調査事項ないし安全で簡単な実験を含むことが

出来て、彼らの創意工夫の場が発揮できれば理想的

である。各先生方には少なくとも応用化学の研究の

みならず技術者としての課題についてご講義、解説

いただく予定である。 
この応化セミナーは来年度より「ナノ化学セミナ

ー」として再整備し、充実を図る予定である。まだ

不十分であるが、この科目の時間内に学生が自己学

習目標（ポートフォリオ）として Excel でのレポー
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トを E-mail 送信することを要求した。その達成度を

自己チェックすることにも費やしたいと考えてい

る。アンケート的にまた課題の一種として要求して

いるが、積極的に彼らの意識向上に役立てていくこ

とが今後の課題である。 
また、２年次、３年次での継続的な学習も必要で

あるが、今のところ「有機化学実験」の最後の時間

に、テーマの考察部分を実験グループごとに発表さ

せ、教員から評価し議論している。また３年次専門

科目「生物応用化学」の中で、専門分野に関する英

語文献調査とその要約そして関連事項の発表会を

行っている。さすがに３年次では調査の展開や考察

の深さに優れたものが多く、感心させられている。

この姿勢は卒業研究や大学院の学習につなげられ

ると考えている。 
 

（７）結語 

本学の課題は多いが地道に教育そのものを再検

討して改善してゆくことは、本学の特に学部教育の

最も重要な使命である。各先生方の個人的な努力を

超えて、時代と社会の要求する教育内容を再検討し、

実現し、十分に学生をチェックして卒業させること

は当然である。その教育内容を事前に社会的にも学

生にも公開し、正当な評価をして社会に送り出すと

共に、その教育が維持され向上できるシステムを考

えることが必要になる。我々が教育に情熱を持ち、

教育を通して未来を形作るという社会的意義を考

えるとそれほど困難な事とも思われない。他に誇り

うるオリジナルな教育システムが提案されれば素

晴らしいと考えられる。機が熟し必要なら近隣の大

学と同様に、第三者評価機関の審査に挑んで社会的

存在感を主張できるのではないかと考えられる。こ

れは結果的に入試や就職状況の打開に大きな力と

なりうると考えられる。 
 

謝辞 

この報告の遂行の一部について東京工芸大学後

援会より教育助成を受けた。関係者に深く感謝しま

す。 
 

引用文献 

1) たとえば「政策会議報告」化学関係学協会

連合協議会 2002.1.22 
2) 詳細は URL http://www.abet.org 
3) 「日本技術者教育認定基準」基準１ 

2002-2003 年度版 日本技術者教育認定機

構 
4) 「化学技術者教育に関する公開討論会」講

演要旨集 日本化学会化学技術教育委員

会・化学関係学協会連合協議会化学技術者

教育部会 2001.9.22 
5) 詳細は URL  http://www.jabee.org 
6) JABEE 資料 大学院外部認定検討委員会

報告書 2003/3/27 
7) 化学関係学協会連合協議会 化学技術者

教育部会資料 
8) 東京工芸大学 JABEE 講演会要旨集  

平成 13 年 12 月 19 日 
9) 2003 工学部履修手引 pp208-209 東京工

芸大学工学部  


